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条例案・事件議案等の概要 

 

議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

第１号議案 

 職員の給与に関する条例 

等の一部改正について 

 職員の給与を改定すること等のため、所要の改正をするものである。 

 １ 主な改正点 

  (1) 給料表の改定 

    給料表の引上げ改定を行う。 

  (2) 諸手当の改定 

   ア 初任給調整手当 

    (ｱ) 医師及び歯科医師に係る支給月額の限度額を415,600円（現行414,800円）に 

改定する。 

    (ｲ) 獣医師に係る支給月額の限度額を45,000円（現行30,000円）に改定する。 

   イ 通勤手当 

     自動車等使用に係る手当額を引き上げる。 

   ウ 期末手当 

     職員の期末手当について、令和５年12月期の支給割合を100分の125（現行100 

    分の120）に、令和６年度以降の６月期及び12月期の支給割合をそれぞれ100分の 

    122.5に改定する。 

     知事等の期末手当について、令和５年12月期の支給割合を100分の175（現行 

    100分の165）に、令和６年度以降の６月期及び12月期の支給割合をそれぞれ 

    100分の170に改定する。 

   エ 勤勉手当 

     職員の勤勉手当について、令和５年12月期の支給割合を100分の105（現行100

分の100）に、令和６年度以降の６月期及び12月期の支給割合をそれぞれ100分の

102.5に改定する。 

 ２ 施行期日等 

    (1) この条例は、公布の日から施行する。ただし、通勤手当に係る規定は令和６年１  

   月１日から、獣医師の初任給調整手当に係る規定及び令和６年度以降の期末手当及

び勤勉手当に係る規定は同年４月１日から施行する。 

  (2) 給料表の給料月額に係る規定並びに医師及び歯科医師の初任給調整手当に係る規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経 営 管 理 部 

人 事 課 
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議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

     定は令和５年４月１日から、令和５年12月期の期末手当及び勤勉手当に係る規定は

同年12月１日から適用する。 

 
 

経 営 管 理 部 
人 事 課 
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第２号議案 

 栃木県行政機関設置条例 

の一部改正について 

 小規模事務所の集約等のため、労政事務所及び農業環境指導センターを廃止すること等

とし、所要の改正をするものである。 

 

  46 

 

第３号議案 

 栃木県知事の権限に属す 

る事務の処理の特例に関す 

る条例の一部改正について 

 栃木県権限移譲基本方針に基づき、知事の権限に属する事務を新たに市町村に移譲する

ため、所要の改正をするものである。 

 

 

 

 

 
 

経 営 管 理 部 

行 政 改 革 

ＩＣＴ推進課 
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第４号議案 

 行政手続における特定の 

個人を識別するための番号 

の利用等に関する法律に基 

づく個人番号の利用及び特 

定個人情報の提供に関する 

条例及び住民基本台帳法に 

基づく本人確認情報の提供 

及び利用に関する条例の一 

部改正について 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法

律第27号）の一部改正等に伴い、所要の改正をするものである。 
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第５号議案 

 栃木県手数料条例の一部 

改正について 

 高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）の一部改正に伴い、所要の改正をするもので

ある。 

経 営 管 理 部 

文 書 学 事 課 

 

 

 54  

 

第６号議案 

 栃木県障害者差別解消推 

進条例の一部改正について 

 

 事業者に対し、社会的障壁の除去のための合理的配慮の提供を義務付けること等のた

め、所要の改正をするものである。 

 

保 健 福 祉 部 

障 害 福 祉 課 
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議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

第７号議案 

 栃木県道路占用料徴収条 

例の一部改正について 

 道路占用料の額を改定するため、所要の改正をするものである。 県 土 整 備 部 

道 路 保 全 課 

 

  59 

第８号議案 

 栃木県公立学校職員給与 

条例の一部改正について 

 教育職給料表の引上げ改定を行うため、所要の改正をするものである。 教育委員会事務局 

教 育 政 策 課 

 

  64  

 

第９号議案 

 栃木県青年の家設置、管 

理及び使用料条例及び栃木 

県立少年自然の家設置、管 

理及び使用料条例の廃止に 

ついて 

 青少年教育施設の再編に伴い、栃木県芳賀青年の家及び栃木県立太平少年自然の家を廃

止するため、栃木県青年の家設置、管理及び使用料条例（昭和35年栃木県条例第５号）及

び栃木県立少年自然の家設置、管理及び使用料条例（昭和48年栃木県条例第45号）を廃止

するものである。 

 

 

 

教育委員会事務局 

生 涯 学 習 課 
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第10号議案 

 栃木県教育委員会委員の 

任命同意について 

 栃木県教育委員会委員陣内雄次氏の任期が令和５年12月14日に満了するので、その後任

として松金公正氏を任命することについて、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和31年法律第162号）第４条第２項の規定により議会の同意を求めるものである。 

 

 
 

経 営 管 理 部 
人 事 課 
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第11号議案 

 栃木県収用委員会委員の 

任命同意について 

 栃木県収用委員会委員鈴木健司氏、高津戸忠一氏及び増子孝徳氏の任期が令和５年12月

24日に満了するので、鈴木健司氏を再任し、高津戸忠一氏及び増子孝徳氏の後任として淺

香達夫氏及び安田真道氏を任命することについて、土地収用法（昭和26年法律第219号）

第52条第３項の規定により議会の同意を求めるものである。 

 

  80  

 

 

第12号議案 

 当せん金付証票の発売に 

ついて 

 

 

 令和６年度における当せん金付証票（全国自治宝くじ及び関東・中部・東北自治宝く

じ）の発売について、当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第４条第１項の規定に

より議会の議決を求めるものである。 

  １ 発売総額  18,000,000,000円以内 

  ２ 発売目的  地域の情報化の推進、芸術文化の振興及び国際交流の推進等に要する

経費並びに市町村振興宝くじ交付金の財源とするため 

  ３  収入予定額  7,290,000,000円以内 

 

 

経 営 管 理 部 

財 政 課 
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議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

第13号議案 

 当せん金付証票の発売に 

ついて 

 令和６年度における当せん金付証票（地域医療等振興自治宝くじ）の発売について、当

せん金付証票法第４条第１項の規定により議会の議決を求めるものである。 

  １ 発売総額  10,500,000,000円以内 

  ２ 発売目的  地域医療振興事業及び人生100年時代づくり・地域創生ソフト事業等 

         の財源とするため 

  ３  収入予定額 4,410,000,000円以内 

 

 

経 営 管 理 部 

財 政 課 
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第14号議案 

 市町村が負担する金額の 

変更について 

 令和５年度栃木県議会第395回通常会議第６号議案で議会の議決を経た市町村が負担す

る金額について、県（環境森林部関係）が行う建設事業に要する経費の変更に伴い、既決

金額に変更を生じるので、議会の議決を求めるものである。 

環 境 森 林 部 

森 林 整 備 課 

 

 

  83  

 

第15号議案 

 工事請負契約の締結につ 

いて 

 栃木県子ども総合科学館本館内外部改修工事（宇都宮市西川田町）の請負契約の締結に

ついて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年栃木

県条例第８号）第２条の規定により議会の議決を求めるものである。 

 １ 契約金額    803,880,000円 

 ２ 契約の相手方  宇都宮市簗瀬町2500番地15 

           増渕・渡辺・興建特定建設工事共同企業体 

           代表者 株式会社増渕組 代表取締役 増渕 勝明 

 ３ 工事完成の時期 令和７年２月７日 

 

 

 

県 土 整 備 部 

建 築 課 
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第16号議案 

 工事請負変更契約の締結 

について 

 

 主要地方道西那須野那須線那珂川橋（仮称）下部工建設工事その２（那須塩原市黒磯）

の請負変更契約の締結について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第２条の規定により議会の議決を求めるものである。 

 １ 契約金額    変更前 417,923,000円 

           変更後 590,711,000円 

 ２ 契約の相手方  宇都宮市西川田東町15番21号 

           オリエンタル白石株式会社栃木営業所 所長 伊藤 尚史 

 ３ 工事完成の時期 令和６年７月26日 

 

 

 

県 土 整 備 部 

道 路 整 備 課 
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第17号議案 

 特定事業契約の変更につ 

いて 

 令和２年度県議会第369回通常会議第10号議案で議会の議決を経た新青少年教育施設整

備運営事業（栃木市岩舟町下津原）の特定事業契約について、契約内容の一部に変更を生

じるので、議会の議決を求めるものである。 

教育委員会事務局 

生 涯 学 習 課 

 

 

  86  

 

6 



                                                                       

 

議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

  契約金額 変更前 6,575,753,860円 

      変更後 6,953,683,572円 

教育委員会事務局 

生 涯 学 習 課 

 86 

第18号議案 

 地方独立行政法人栃木県 

立がんセンターの定款の変 

更について 

 地方独立行政法人栃木県立がんセンターの所有する土地の面積及び地番の変更に伴う同

センターの定款の変更について、地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第８条第

２項の規定により議会の議決を求めるものである。 

 

保 健 福 祉 部 

保 健 福 祉 課 

 

 

  87  

 

 

報告第１号 

知事の専決処分事項報告 

について 

 

３ 専決処分第44号  工事請負契約の変更について 

 令和４年度県議会第389回通常会議第17号議案で議会の議決を経た栃木県立とちぎ海

浜自然の家本館空調設備改修工事（長寿命化）（茨城県鉾田市玉田）の請負契約につい

て、契約内容の一部に変更を生じたものである。 

  契約金額 変更前 1,163,668,000円 

        変更後 1,183,897,000円 

 

 

県 土 整 備 部 

建 築 課 
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